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1、 遅延の制度的障害
すべての発展途上国からすれば、近代化の起動はみな外部からの挑戦であり、これは近
代の社会発展が前近代社会の発展と異なる一つの大きな契機である。
19世紀の下半期に、世界の近代化の波に呑まれ或いはこの波の衝撃を受けた国家はだい
たい二つのグループに分けることができる。ひとつは西洋のキリスト教文明圏に属する国
家であり、 ドイツ、イタリア、オーストリア帝国、ロシア等のグループである。もうひと
つは、非西洋文明圏の国家で、 トルコ、中国、日本等のグループである。前者のグループ
にとつては、それはだいたいにおいて同質文明の伝播であり、後者にとっては異質文明の
伝播となるので、そこに異常に激しい政治闘争や文化衝突が引き起こされる。もう一つ異
なるのは、前者の国家群は近代資本主義が生み出す国際経済システムネットワークの中心
的位置に置かれるのに対し、後者の国家群の大半が周辺や半周辺の地位に置かれるという
点である。
外国の侵略や挑戦または対外戦争における失敗等は、常に大変革の動因、或いは推進役
になる。こうした例は歴史上枚挙にいとまがない。例えば、プロシアとオーストリアがナ
ポレオンの蹂躙を被つたこと、ロシアがクリミア戦争で失敗したこと、 トルコがロシアー
トルコ戦争で失敗したこと、日本がアメリカの黒船の砲撃で鎖国の門戸を開いたこと等は、
すべて各国の改革運動の外部的推進力になつていつたのである。清末にも、中国の改革派
と維新派が常にロシア、トルコ、日本の維新や改革を倣うべきモデルとしていたのである。
中国は阿片戦争のような深刻な挑戦に対して、すぐに積極的な反応をせず、それを地方
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的な問題だとして消極的に対応した。林則徐、魏源はすでに「師夷制夷」という国防強化
の新たな対策を提起していたが、それは清王朝統治者にまったく注目されなかつた。こう
してまる20年を無駄に費やしたこと、それが中国の第一の誤りであつた。太平天国革命運
動と第二次阿片戦争の打撃のもとで、中国はやつと「師夷制夷」すなわち防御的近代化の
第一歩を踏み出したのであった。19世紀60年代初めから90年代初めまで、清朝政府の「洋
務」を主事する官員が r強兵日本」を掲げ、軍事工場、造船所の建設、鉱山の採掘、外国
人技術師の雇用、洋学者書の翻訳、留学生の派遣等を開始した。こうした新しい措置は「自
強新政」、或いは「同光新政」として標傍され、現在ではそれは「洋務運動Jと称されて
いる。1)また、国際的情勢からみると、この三十年あまりに世界の近代化は第2の波に入
つていた。日本人はこの時期において奮起して追い上げを図り、国家の基本的面貌を変革
させた。さらに、国内の状況からみても、この時期は形成が安定しており (対フランス関
係だけが悪化していた)、 改革の推進には非常に有利な条件が整っていた。
政府が工業の近代化を提唱したことは中国経済史上重要なターニングポイントであった。
最新式の軍事工業を興し強化を図ることは、上から下への近代化改革のよく見られる形式
の一つである。清末のこの自強運動からしてみると、こうした形式のもつとも控え目な努
力であつた。この論断には多くの根拠がある。近代君主制国家が西洋のインパクトを受け
て帝国の生存を守るために上から下への改革用いて活路を探し求めたのである。普通は軍
事面を抑えて改革に着手するのである。それと同時に教育改革、法律改革・土地改革に着
手し、困難に向かう民族の心を喚起するのであるが、自強運動はそのようなものにはなら
なかつた。清朝政府は全民族の精神を動員することはできなかった。
1、 諸外国はトップダウン方式の改革で中央政府指導の全国的規模のスケールであるのに
対し、自強運動はそれを始めた工場や鉱山企業は地方レベル、その地方官や高官によって
営まれお互いが独立した機関を形成し、地域利益のために建設施策を行なったが、総督は
決定する権限がなく、ややもすれば遅延したり進行できるてだてもなかった。
2、諸外国の近代化は商業の発展振興に気を配り、商業化することにより工業化を促した。
清末の自強運動の前期においては農業を振興し、破壊された社会秩序を回復することで商
業を発展させ国家収入を増大させる取り組みも発展の一つの方向ではあつたが、まだ認識
が不十分であつた。
3、 諸外国の近代化は啓蒙思想が先導し、特に発展する国民の教育計画に注意し、新しい
人材を育成した。日本の90%以上の居住民は海岸から80キロメー トル以内に居住してお
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り、東京・京都・大阪そして長崎は4大文化の中心を形成し、全国の人の流れと商品はこ
れらを集散地とし全国に広め、明治の時期には国民教育を把握することに注意した。
清朝末期の中国は人口四億を超える鎖国大国であつた。伝統思想と習慣は根強く改革を
促進しようとしても思想、世論、人材面の不備から改革促進は困難であつた。
4、 自強新政は実際にはただ危機に直面し、慌てて対処し推し進めた、小手先の改革で名
実伴わないものであつた。ここで近代化の具体的な問題から “自強求富"を目標とする防
衛近代化の構造的弱点を分析する。まず中国の伝統的政治構造の社会変革に対する容認能
力と変革の起動メカニズムの問題について。東方の発展途上国の近代化は、初期段階にお
いて国家の政権の強弱が社会変革をする決定的要素となる。これらの国は資本主義の要素
が希薄で、経済を自ら組織する能力はまだ備わつていない。中国の伝統的政治権力構造は、
社会変革の重大な任務を負うことができるのであろうか。中国の権力構造は一つの巨大な
帝国のピラミッド構造である。ピラミッド構造のトップは高度に集中した絶対王権であり、
人口の多い広大な面積の大帝国には有効な構造である。明清以来、中央集権はよりいつそ
う強固になり、忠告を退け皇帝個人に絶対権力を持たせてしまった。こうしてピラミッド
の先端はますます細く極端に折れやすく独断性を強めていつた。ピラミッドの中層は巨大
な文治官僚組織である。それは皇帝に対し責任を負う多重層の構造である。この官僚シス
テムは科挙制度によつて選ばれた儒教知識分子から構成されており、実際に国家を統括し
ていた。しかし独立した責任を負うシステムは乏しく、薙正帝の時代に、軍機処を内閣に
とつて代わらせた。権力を統括し、伝統的官僚制度の理性的要素と自主性はさらに大きく
肖Jられ一つの古いしきたりを踏襲する官僚政治文化を形成した。ピラミッドの下層は比べ
ることのできない部厚い土台である。これは地主・郷紳が操つた家族本位の高度に分散し
た自給自足経済社会である。この砂をまいたような社会基盤は中央集権の上台である。国
土が広く交通が不便で、国内市場統一に乏しいこの辺境の地では、皇帝・官僚システムの
権力行使が実際はこの下部組織まで到らず、したがつてそれは相対的な自主性を備えた一
つの相当安定した閉鎖的自給自足システムである。このように一つの専制政治構造は、社
会変革の能力と機能を受け入れることに限界があるだけでなく、中国伝統文化の中の多く
の近代性に接近した要素を阻害した。
中国歴代の治乱の循環は大体賢明な王朝の統治者が統治している時期 (多くは開国の段
階)だけが、有効に官僚機関を動かすことができ、また上から下への改革を推進すること
ができた。平凡な王朝統治者が国を治めている時期 (長期の段階)はただ官僚機関の惰性
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運行を保つことができるだけである。低レベルのバランスを維持し、政治秩序の高度な安
定を獲得した。王朝後期になると、統治秩序は失われ、改革や官僚システムの腐敗したメ
カニズムを有効に制上できなくなることによつて下から上への造反が起こり反乱が発生し
たのである。
清王朝専制政統治の脆弱性は満・漢の民族対立にあり、近代民族主義精神の成長を阻害
した。後期の統治者は政治上は後退し、1796年、嘉慶帝が即位してから、相次いで弱腰な
君主が現れた、特に最後の何人かは幼年で即位した。このように、自強運動の成否に関わ
る30年間、政権は実際には慈稽大后 (西大皇后)の手中にあった。彼女は政治上一歩引い
て安逸をむさぼっていたが、満人の小天下と自分の権限を守ることをたくらみ、補佐をし
ている軍事大臣でも全面的に政策を決定する権力と機会はなく、地方長官などはさらにい
うまでもなかった。清末の時期、王朝の軍事・政治の権限は中央から地方へと移 り始め、
体制の改革に触れることは敢えて誰も関わろうとはしなかった。鉄道建設について例をあ
げると、李鴻章は 1874年に変訴に訴え、変訴も賛成したが誰も支持しようとはしなかっ
た。二人の皇太后にも上申したが、国家の大計を決めることはできなかつた。もし重大な
方策を決める場合は長期的に引き仲ばされていった。このように後退した内向きの硬直し
た制度構造の発展は、更に社会の変化を受け入れる能力が失われていった。政治構造と、
近代化を追及する目標がはっきりとした行動は、あまりにもつりあわなかった。政治構造
の衰退は中国近代化の動き出しが緩慢な主要原因である。"
実際のところ、中国の近代化が動きだしたのは西洋の第二代工業国家に比べてさほど遅
れてはいなかった。60年代に始まつた軍需産業、工業、鉱業、交通、などの各種建設は実
際には中国の工業化の始まりであり、有名な江南製造局の創立 (1865年)は明治維新より
も早かつた。しかし、その進展は非常に緩慢で効率的な経済の組織がなかった。これは西
洋では経済領域の問題であった。中国では先ず、政治領域の問題となった。中国近代企業
の発展は官営から官民合弁企業、或いは政府が管理した民間企業まで、これは伝統的手段
によつて新型の企業を経営することであり、また後発の近代化建設をする国家が歩んでき
た道でもある。日本の明治維新の時代の企業も官営から民営へとなっていった。これは徳
川幕府末期に起こした西洋式軍事工業の装備のやり方を継承したものである。しかし、明
治政府は官営の工業を創設したのと同時に職業選択、居住移転の自由を促進し、私有財産
権を尊重した。地税の改革、民間企業に貸与する資金など、官営工業を守ると同時に民間
企業を保護した。官営が民営に及ばないことを発見すると速やかに官営を民営に移してい
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つた。そして大企業の資本家には特権をもつて保護し、貴族・武士が政商へと変わり、後
に財閥資本になるように育成した。当時中国はこのようにはならず、国家は経済振興の全
般的配慮に欠け、工業化推進の組織もなく私有財産権を守る法律的措置もなかつた。官営
企業の弊害が大々的に暴露されている時でも、時宜にかなつた改革や民営への転換もでき
なかつた。李鴻章はかつて手紙の中で、「知つていながら役にも立たず、止めることもで
きず、すでに浪費が多すぎて表向きを維持するしかなく、それでもなお浪費は続く」と言
つている。3)また著名な啓蒙思想家の厳複は、時弊を深く理解し、30年の自強運動に対し
ても深刻な反省があつたと述べ、30年余りの失策の主な原因は制度上の障害にあることを
述べた。4)このように中国近代化の次の機会には制度変革の闘争に集中することであつた
が、しかしこれは難しい転換であり、内外の条件や特殊な変化が長引かせていつた。
2、 歪みと断絶
中国は上から下への変革を実現する貴重な機会を逃した後、今世紀初頭から40年代末ま
で、近代化は曲折と困難を極める段階に入つた。その特徴は近代化の歪みと断絶である。
今世紀最初の十数年の間に、中国には以下に述べるような若干の重大な変化が現れた。
(1)国家の分裂の危機と八カ国連合軍による侵略が中国人民の政治的民族主義と経済的
民族主義を覚醒させた。
(2)近代産業の発展テンポが段階的に早められた。特に鉄道の敷設は重要な経済的、政
治的、文化的意義を有していた。
(3)個人資本によつて設立された企業が官営企業に取つて代わつたほか、海外華商の国
内投資が促進され、外国に対する競争力の強化が目指された。
(4)1905年に科挙が廃止され、教育革命が起こされた。
(5)軍事制度が改革され、武科の廃上、新軍の設立が行なわれた。
(6)外交部、商部、郵博部等の新機構が創設されたほか、各省に諮議局が、北京に資政
院がそれぞれ設置された。また、「憲法大綱Jが公布され、立憲君主制への準備のテンポ
が早められた。
(7)新興の庶民レベルの知識階層と留学生が政治活動に参加するようになつた。
(8)立憲派と対立する急進的革命派が台頭し、反清武装勢力による決起が起こされ、帝
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制の転覆と共和制の誕生がもたらされた。
以上は中国がまさに社会変革の新しい起点に深く進んでいったことを示している。この
十年間の変化、特に社会変化は阿片戦争以来の半世紀に及ぶ変化をはるかに凌ぐものであ
った。
この十年間の変化は20世紀を交差する時の、当時の特別に深刻な情勢によって引き起こ
されたものであり、それは中国人民の異常に強烈な反応を巻き起こしていったのである。
19世紀の半ば以来、イギリスは「自由貿易」による拡張政策を実行していたが、東アジア
地域では平和的な方法により、その「無形帝国Jの拡張がとられた。当時、その他の西洋
の国家は自己の産業化と国内問題に忙しく、そのため列強の東アジア地域における競争は、
商業的拡張つまり市場をめぐる競争が主であった。だが19世紀末になると、情勢が大いに
変化し、フランス、 ドイツ、ロシア等の後発の新興国が成長すると、新たな植民地の争奪
をめぐる角逐が強まっていった。その結果、いまだ分裂されていなかったアフリカ、没落
したオスマン帝国や中国が帝国主義による争奪の主要な対象とされるようになつた。この
ように、東アジア地域の国際関係は一挙に列強の競争の場へと一変していった。中国が直
面した情勢は三度に及ぶ阿片戦争の時期に比べてもそれよりはるかに厳しい状況であつた。
1895年から1905年の十年間に、戊戌維新と義和団の乱の二つの国内事件を入れなくても、
中国は連続して四度の大きな打撃を受けている。つまり、日清戦争 (19841985年)、 西
洋列強の中国に行なった領土略奪と勢力範囲拡大の大規模な活動、 (1987‐1898年)、 人
力国連合軍による北京での大略奪 (1900年)、 日露の中国の東北地域の制圧権をめぐる戦
争 (1904‐1905年)力｀それである。そのどれもが中国に与えた損害は大きく阿片戦争の規
模を上回るものである。国権の喪失や国家的屈辱は後を絶たず、沿海と国内河川の港は外
国の管理下に置かれ、不平等条約の開港場は 1870年に 15であったのが 1900年には 40
へと増カロした。こうして最後には、中国は西洋の産業国と日本との共同管轄による半植民
地へと陥落していった。ある西洋の歴史家は上述の幾度にも及ぶ中国の受けた屈辱につい
て以下のような評価をしている。「世界の歴史において、中国の十分の一の領土と人口を
有する国家であっても、中国が1897年11月から1898年5月までのこの六カ月の間に受
けたあのような一連の屈辱を受けた国はない。我々は更にこう言葉を付けカロえたい。行政
上あのように公認された諸弊害の改革において、また、多くの優良で強靱な民族が住む極
めて豊かな土地上での全ての資源の組織において、このような無能ぶりを発揮した国はど
こにもない。」5)このモース (H B Morse)の評価の中でも提起されている世界の歴史上
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における二つの『ない』は、当時の中国が絶体絶命の危機に瀕していた状況の深刻さを示
しており、まさにこうした情勢が中国をして改良と革命の間に追い込み、最終的に革命の
道を選択させたのである。こうして、衝撃が大きければ大きいほど、反応もますます大き
くなるのである。この選択は人民の意志によつて変化した客観的情勢が生み出したもので
はなかつた。旧王朝体制下の改革が王lllを覆す革命へと変化するのは、器物次元の変革が
制度次元の変革に変化するということである。この革命は歴史上の農民の決起とは異なっ
ており、それは日本式の上から下への改革が中国で推進することができないために、フラ
ンス革命に倣つた暴力革命であつた。革命は社会の変革を促進する最も急進的なやり方で
あるが、革命が社会を変革する実際的効果と変革の方向は、革命家の主観的願望で決まる
ものでなく、各種の主観的、客観的条件によつて決定されるものである。革命の旧制度に
対する打撃と破壊の程度は、既存の制度の構造が既にどれだけ陳腐なものとなつているか
どうかにより、また、革命が代表する新興の経済力が既にどれだけ成熟しているのかによ
って決まるのである。 「
20世紀に交差する時期に、改革から革命へと変化した国家は、中国以外にも、ロシア、
トルコ、メキシヨ等がある。ロシアはツァーリ皇帝の統治による農奴制国家で、19世紀60
年代には農奴制を廃上し、90年代には西洋の財政的援助を受けて近代経済が大いに発展す
ると共に、軍事帝国主義へと転換を始めた。ロシア革命は強力な組織的指導力を有してお
り、革命後、ロシア経済は一時的に深刻な動揺を経験したが、後に社会主義近代化の新し
い道をすみやかに歩んでいつた。トルコは19世紀初頭から近代西洋との接触の窓口を開い
ており、連続して数回の「西洋化Jの改革を実行した。20世紀の初めには、青年 トルコ党
の党員が長期間の間争を通じてオスマンの君主制に終止符を打ち、外国の干渉に反対する
短い戦争を経た後、いちはやく経済発展の道に進んでいった。メキシヨは革命前において、
すでに「改革戦争Jを実行しており、また外国資本に頼つた経済成長を経験していた。1910
年の革命では多くの農民が土地革命を発動、実行していたので、1917年の新憲法と後の資
産階級の改革に対する障害をすでに取り払つていた。以上の二つの革命はみな改革と革命
の間の一定のつながりを示しており、深刻な政治的権威の危機や近代的発展の長期的な断
絶は引き起こしていない。
辛亥革命は成功しなかつた改革運動 (自強運動)を先導とし、失敗した改革運動に対す
る逆反応であつたといえる。つまりそこでは、明らかな経済的成長のよりどころがなく、
強大な民衆の動員もなく、また強力な組織的革命の指導体制も確立されなかつた。清王朝
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は社会の極端な腐朽により、一撃のもと突然崩壊したもので、そうした崩壊による構造解
体は、西洋の内発的近代化内部の多元的構造の分散性とはことなつている。清王朝の崩壊
は、高度に集中化された一元的構造の崩壊であり、こうした崩壊は既存構造の機能に混乱
をもたらすだけで、大小さまざまな伝統的な権力の中心へと分裂し、国家は混乱と麻痺状
態に陥ることになる。また、解体へと向かう旧来の構造は近代的発展への転換に対して自
発的に適応することはない。このように、専制王朝の解体は深刻な政治的権威の危機をも
たらし、その結果、大小の軍閥が政権を分け合い、地方割拠の局面が出現するようになる。
こうした状況は 19世紀のラテンアメリカの独立革命後に出現した長期の政治的混乱の局
面に似ているところがあると言えよう。統一的近代民族が形成出来ず、安定した政治的中
心がない状況では、社会内部に存在する発展の潜在力を広範囲に有効に動員することは不
可能となり、それがまた停滞を近代的発展へと転換することを不可能にしてしまう結果と
なる。これは各国の近代化における一つの基本的経験である。このように革命による近代
化の効果には多くの可変的な要因の影響を受けることになる。近代化に必要な変革の要因
を大量に集まった地域においてこそ革命は近代的特徴を有するようになるのであり、伝統
社会を近代化させる一つの急進的方式となりえるのである。こうした要因が十分でない、
あるいは成熟していない地域では、近代化の過程が先に引き仲ばされることになる。
清末の改革の失敗、変法の失敗により帝国主義の侵略が苛烈となる状況の中で辛亥革命
は爆発し、先に述べたような先天的弱点が出現した。専制王朝の崩壊は近代的発展の要因
を解放する点では有利であったが、一方で中央集権の解体後に出現した権力は、実際には
旧来の構造に寄生する外国勢力にとつて都合の良いものでもあつた。封建勢力や新たな軍
閥勢力は時機を伺い勢力地盤を拡大し、名ばかりの「共和」や「民主Jを実行したことは
近代化の実を切り捨てるものであった。国外の新・旧の帝国主義は政権の非望を抱く者を
支持することを餌に、時機を伺い中国での特権の拡大を図つた。また、「共和」という名
を支持するふりをし、中国に対して半植民地の統治の実を強化させていつた。清王朝が解
体し1949年には中国は再度革命の勝利の前にあったが、その間の約40年間は、中国の近
代化の過程の特殊性は近代化と半植民地化 (半周辺化)の過程との相互交錯にあった。こ
のように、中国の近代化の過程は歪められ、時には「断絶」といった現象まで出現したの
である。
中国の近代化が歪められるというのは、半植民地の環境の中で近代的な発展に必要な一
切の政治的、経済的、文化的な改革が、全て独立した主権国家社会におけるように正常に
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行なわれないので、帝政の東縛から解放された多くの発展につながる潜在的要因がかえつ
て不平等条約システムの重い東縛を受け、それらの潜在的要因が利用され発揮されること
が非常に難しくなる状態を指す。このため、そこでは成長が緩慢な従属的発展が強いられ
るようになる。また、そうした従属的発展の最も突出した点をあげればそれは以下の三点
になるだろう。
(1)中国は完全に世界資本主義経済システムに包摂 (組み込まれ)され、その周辺部に
なつた。こうした状況のもと、外国資本の強制的浸透は中国の経済発展を、「産業化した
西洋 (日本)」 と「農業の中国」といつた発展パターンのもとで進めていつた。その結果、
中国では主に農産物や鉱山物といつた第一次産品の輸出による貿易 (1936年の農産物の輸
出は総輸出額の 483%を占めた)が発展し、外国の管理を受けた従属的経済が形成されて
いった。また、日本に略奪された台湾、東北地域、河北地域では若千の従属的産業が発展
したが、日本と「競合Jする産業の拡大は禁止された。
(2)中国の近代産業は沿海条約開港都市を中心にしており、主に軽工業が中心で、外資
企業とのはざまのなかでかろうじて生存と発展が可能であつた。さらに、外国人は直接投
資や工場建設以外に、巨大な銀行、外国貿易企業、運航システム等を通じて中国経済をコ
ントロールしていつた。今世紀の初頭だけでも、つまり中国の利権の回収運動と第一次世
界大戦前後には、二度の経済成長が中国にもたらされたが、それは外国による中国への圧
制が少なくなつた結果であり、ばらばらに初期的な輸入代替化による産業イヒが行なわれた
にすぎなかつた。外国資本と経営技術が中国の廉価な労働力と結合し、合弁経営による近
代的半植民地経済が形成されるだけで、従属的経済成長がもたらされるだけであつた。
(3)広大な農村が商品経済システムに巻き込まれていつた。外国の商品が中国農村の伝
統的手工業を瓦壊させる力は想像されたほどではないにしても、それによつて、小農階層
の分化と貧困が激化する一方、旧来の経済構造はなんら変化しなかつたので、資本主義化
による困難は深刻なものとなつた。6)実際、中国で試行された各種の農村再建実験で失敗
しなかつたものはなく、農村の破産は社会動乱の根源となつていつた。
いわゆる近代化の「断絶」現象は、特殊な要因による深刻な影響を被ることで、政治、
経済、社会の正常な発展の連続性が断ち切られることを指している。特に持続的経済成長
が断ち切られることは、近代化の過程に大きな影響を及ぼし、反近代化といつた後退現象
を引き起こすことすらある。中国の具体的状況から論ずるならば、それは主に日本の帝国
主義の台頭とその変貌による対中侵略政策が中国の近代化に与えた深刻な妨害、打撃、破
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壊がそうであった。阿片戦争以後、西洋列強は中国に対してあらゆるやり方で侵略を行な
ったが、それらは主に中国における経済的利益の拡大 (ロシアを除く)を目的としたもの
であつた。日本は中国の隣国であるが、日本は最初で最後の東アジア地域の帝国主義国と
して自己の経済的利益の拡大を図るだけでなく、中国の独占を企てた。また、日本は中国
の領土と資源を略奪して海外の産業基地を設立し、中国市場を独占した。日本は明治維新
の時期に西洋の「富国強兵」に学び、東アジアに「新たな西洋国家を建てる」という目標
を抱くようになつた。日本の著名な啓蒙思想家である福沢諭吉の「脱亜論」はアジアを離
脱し、西洋文明と進退を共にするというものである。彼はまた露骨にもこう述べている。
「シナと朝鮮をもてなすとしても、隣国だからといつて特別に遠慮することはない。西洋
人が彼らをもてなしているように処すればよいのだ」。7)明治維新以来、日本は十年ごと
に征服を行なっており、それらがすべて中国にとって災難でもあつた。近代世界の各国の
中で、日本のように「殖産工業」と植民地拡張とを直接結びつけ、隣国を対象にして貪る
ように連続して侵略戦争を発動し、それによつて近代化を推進するといつた例はほとんど
ないであろう。
20世紀以後、日本は日英同盟のバックアップのもとで、一挙に東アジア国際関係の主要
な役割を担うようになった。こうした国際情勢が形成されるようになると、近代中国が直
面する国際環境はさらに悪化の一途をたどるようになっていった。20世紀の最初の三十年
において、中国の近代化に対するいかなる努力も困難を極めるようになり、最後には日本
の侵略戦争によって完全に「断絶」させられていつた。
3、 歴史の啓示
(1)第二世界の低開発国が近代的産業社会に転換するのは困難な道程であり、今日でも
順調な道程とはなつていないのである。伝統的社会文化構造が強固な国家であればあるほ
どその道程は困難となつていく。また、大国の近代化への転換は小国よりも難しくなる。
しかし、この場合、日本は例外である。日本は当初最も早く近代化を成し遂げた非西洋国
家であつたが、その近代化の過程は不均衡で、他国の犠牲のうえになされ、また東アジア
地域の近代化を遅らせるという特殊な歴史的条件のもとで実現されたものであった。故に、
日本を「成功Jの「見本Jとすることはできない (日本は後に外来の関与のもとで第2の
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近代化を強制的に実行している)。 中国近代化の過程を研究する場合、他国と相互比較す
ることは可能であるが、西欧あるいは日本の近代化を基準として用いることは出来ない。
「近代化の挑戦に直面し、日本を成功の見本とし、中国を失敗の典型とするのは、明らか
に愚かなことである」。3,このように、軽率に若干の小国の近代化の経験をもつて中国の
近代化をみるのは、必ずしもふさわしいことではありえないのである。
(2)中国の人口は世界の他のいかなる国家よりも多く、歴史的な伝統における発展の連
続性も他のいかなる国家よりも長い。また、過去百年に経験した内憂外患についても他の
いかなる国家をも凌ぐものであった。こうした一切が中国の近代化への大転換を長期の、
困難かつ曲折に満ちたものとしていったのである。中国の近代化のテンポは大変に遅く、
20世紀の30年代のはじめになつても、中国近代化の若干の側面は19世紀 80‐90年代の日
本やロシアとさほど変わらないものであり、なかにはそのレベルにさえも至らないものも
あつた。こうした状況は中国が70年もの歳月を費やしても、それは他国が30年の歳月を
費やして到達するレベルにすぎないことを示している。日本やロシアは中国のように外来
の干渉や侵略を被ったことはないが、中国は、アフリカ分割、オスマン帝国の解体、イン
ドの亡国、エジプトの植民地化といつた近代の悲劇に打ち勝たなければならず、そうした
状況の中、なんとか自己の悠久で、独立した文明を支えていた。事実、中国が半値民地に
転落する過程において、いかなる外国も完全に中国を征服することはなかつた。これは中
国人民の圧迫に対する驚くべき忍耐と反抗力を示しており、また華夏文明の濃厚な精神力、
及びその農業社会にひめられている内在的活力を示すものである。
(3)中国の近代化への過程は複雑な内外要因の相互作用の影響を受けており、それが深
刻な矛盾の過程を生み出していつた。西洋の政治発展論の有名な言葉に、「近代性は安定
性を生み、近代化は不安定性を生む」9)というのがある。中国の近代化は数千年の安定し
た小農経済と安定した封建専制の統治を打破しなくてはならなかつたが、旧秩序の完全な
解体は激しい社会的動乱を引き起こし、まったく新しい安定した中心を探し出すことが困
難であつた。いかなる国家の産業化と持続的経済成長も、安定した環境がなくては実現が
困難である。帝制が解体して後、長期の模索の過程を経過したが、中華人民共和国の成立
によって、中国はやつと自己の強大で安定した政治的中心を確立し、独立し統一された近
代的民族国家を打ち立てることが出来たのである。このようにして、ようやく人民のなか
にひめられていた潜在力や経済の急速な発展に必要な条件が発揮されるようになつたので
ある。
-237-
(4)中国近代化の過程は閉鎖的な状態を打ち破り、徐々に近代的世界を認識し、そして
近代的世界に進んで行くことであつた。中国のように前近代の発展段階において、はるか
に先進的国家であっても、いったん閉鎖的になると外来の新しい要因を吸収する能力を喪
失することになり、それが盲目的な」卜外を呼び起こし、世界の発展の潮流から取り残され
ることになる。こうして、停滞によつて落伍し、落伍したことで叩かれるようになる。ま
た、独立した自主性を喪失した中での門戸開放は完全な外来の要因による支配を受けるこ
とになり、自己の自主的な選択能力を喪失することになり、最後には従属国か半植民地に
転落してしまう。この一世紀の間に、中国は「閉鎖一開放―再開鎖―再開放」の曲折した
道を歩んでおり、その双方の経験は十分に研究するに値するものである。
(5)国際環境の特質と中国の歴史の特質は、中国の近代化が選択した形式とコースに影
響を与えることはあつても、それによって中国の近代的発展に必要な社会経済的条件が変
えられることはない。阿片戦争後の百年間において、発展の格差は縮小どころかむしろ拡
大した。また、発展が後れるほど成功を焦るようになる。康有為は「変法が三年続けば自
立することができる」と考えていた。孫文は革命後十年の建設で西洋と「肩を並べる」こ
とができると予測していた。これらは全て速成的方法を通じて直線式の発展を目指したも
のであり、それはあたかも田畑を耕す農夫のロバが産業化の鉄甲馬に飛躍するようなもの
で、中国の実際的国情に適していない。外国の近代化の発展モデルをそのまま導入しても
それだけでは成功はおぼつかないのであり、中国は自己の実践を通じて、ありとあらゆる
試行錯誤を経験しながら、自己の発展の道を模索して行かなければならないのである。
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